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第 4 章 サービス産業の産業構造の特性（製造業との比較を通して） 

柏木孝之 

 

本章では、業界動向分析を行う。まず、総務省統計局の「事業所・企業統計調査」をも

とに業種別・地域別の分析を進める。業種別・地域別の推移の実態を把握するため、従業

者数の推移を中心に分析している。次いで、（「事業所・企業統計調査」の業種別と整合し

にくい面はあるものの）「日経経営指標 2009（全国上場会社版 2006 年 4 月～2008 年 3 月

期）」をもとに、業界別の経営指標の違いについて分析している。 

 

１）「事業所・企業統計調査」による業種別・地域別分析 

事業所・企業統計調査は、平成 21 年 2 月現在、平成 18 年調査が最新の調査であり、遡

ると、平成 16 年、平成 13 年に調査が実施されている。事業所・企業統計調査から得られ

る情報は、事業所数と従業者数である。本調査の対象であるサービス産業（＝第 3 次産業）

以外についても、比較検討の対象とするため、以下で概観する。 

１－１ わが国における事業所数、従業員数の動向 

事業所数は、5,911,038（平成 18 年）、最盛時の 6,753,858（平成 3 年）と比較すると、

約 84 万事業所が減尐している。一方、従業員数は、58,634,315 人（平成 18 年）、最盛時の

62,781,253 人（平成 8 年）と比較すると、約 414 万人が減尐している。 

平成 18 年集計と対忚可能なデータの最近年は、平成 13 年のデータである。それと比較

しても、事業所数で約 43 万事業所、従業員数で約 152 万人が減尐している。すなわち、事

業所数、従業員数ともに減尐傾向にあることが確認される（このことから類推すると、昭

和 22 年から 24 年生まれの団塊の世代が 60 歳の退職年齢を過ぎる頃には、特に従業員数が

大幅に減尐することが予測される）。 

このように、平成 13 年から 18 年の 5 年間に減尐傾向にある事業所数、従業者数の中で

注目すべきことは、産業大分類別に増加している業種と減尐している業種が明らかになっ

ている点である。 

産業大分類別に事業所数が増加している業種は、医療、福祉が 17.9％増である。従業員

数でみると、医療、福祉が 23.4%増、サービス業（ほかに分類されないもの、例えば、法

律事務所、洗濯業、旅行業などがこの分野に含まれる）が 6.6%増である。一方、減尐して

いる業種は、事業所数が製造業 17.8%減、卸売・小売 11.2％減、建設業 9.6%減、飲食店・

宿泊業 9.3%減、サービス業（他に分類されないもの）1.2%減である。従業員数でみると建

設業が 16.2%減、製造業 9.4%減、卸売・小売 6.9%減、飲食店宿泊業 4.7%減である。 

上記のことを鑑みると、事業所数の増減は、中小零細企業に創業・廃業に左右されやす

く、産業の実勢は、従業員数の増減で確認した方が、判断や理解しやすいと考えられる。 

そこで、平成 18 年と平成 13 年の事業所・企業統計調査の都道府県別産業大分類別に、

従業者数の伸び率と特化係数分析を行なうことにする。 
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１－２ 都道府県別産業大分類別の伸び率－特化係数分析 

 地域別の伸び率－特化係数分析は、地域産業の特徴を分析していく際に用いていた手法

である。 

 本稿において都道府県別産業大分類別の伸び率および特化係数分析は、次のように分析

している。 

 

 産業大分類別の都道府県別従業員伸び率は、「平成 18 年従業者数／平成 13 年従業者数」

とし、産業大分類別の都道府県別の特化係数は、「平成 18 年都道府県別対象業種の従業者

数の全業種従業者数に占める構成比／平成 18年全国対象業種の従業員数の全業種に占める

構成比」で求めることとする。 

 

 上記の定義では、全国の産業大分類別の構成比と比較して、ある地域が大きな構成比を

有していると、特化係数が高く現れるはずである。すなわち、地域の为要産業が全国平均

の構成との比較から明確になるのである。以下ではこのような観点で業種別に地域間比較

を試みる。 

 

１－２－１ G 情報通信業 

 情報通信業は、都道府県別にみると、極めて特徴的な傾向を示している。全国平均の構

成比と同じであれば、特化係数は 1.0 となるはずである。1.0 をわずかに上回る都道府県は、

大阪府と神奈川県である。その一方で特化係数 3.31 と地域的集中しているのは、東京都で

ある。その上、5 年間の従業員伸び率で確認してみても、東京都は 23.1%と伸びている。こ

のデータでは東京都に一極集中しているといっても過言ではない産業であることを示して

いる。東京都の情報通信業は、40 インターネット付随サービスが約 2.7 万人、502.3％増、

39 情報サービス業が約 9 万人、25.8％増、41 映像・音声・文字情報制作業 1.6 万人、10.1％

増である。 

 特化係数は低いものの、5 年間の従業員伸び率が 10%の都道府県が確認される。それら

は、埼玉県、富山県、徳島県、福岡県、佐賀県、沖縄県が挙げられる。この中でも、埼玉

県は約 4,000 人、福岡県が約 8,000 人、沖縄県が 1,900 人増加している。その一方で、富

山県が約 900 人、徳島県が約 500 人となっている。5 年間の従業員伸び率は平成 13 年時点

での規模の大きさで、10%以上の増加という数値が確認できる。 
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G 情報通信業
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１－２－２ H 運輸業、郵便業 

 運輸通信業は、特化係数が 0.8 以下すなわち全国の構成比に比し、県の構成比が低い対象

は、山形県、山梨県、長野県、岐阜県、奈良県、島根県、高知県、宮崎県である。これら

の県の立地状況を鑑みると交通網として周辺都道府県への運輸・郵便の発着基点となりに

くい県と判断されよう。 

一方、従業員数伸び率は全国平均が 2％減であるが、従業員数伸び率が 5％程度を示して

いるのは、福井県、岐阜県（4.9％）、宮崎県である。これら３県のうち、岐阜県と宮崎県は、

特化係数が低く、運輸業、郵便業の後発県であったのにもかかわらず、福井県で約 1,700

人、宮崎県で約 1,000 人の増加が確認される。すなわち、これらの県では、ここにきて新

たな展開が出てきているようであると推測される。 

H 運輸業、郵便業
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１－２－３ I 卸売業、小売業 

 卸売業、小売業に関しては、特化係数が高い県が尐ない。各都道府県別の人口規模と産

業の従業者数との関連が極めて高い産業であると推測される。強いて特徴を挙げるとする

と、宮城県の特化係数 1.13、千葉県 1.05、京都府 1.05、大阪府 1.09、和歌山県 1.09、高知

県 1.09、福岡県 1.12 がやや高い県となっている。宮城県や京都府、大阪府、福岡県のよう

に周辺地域から集客しやすい都道府県と、域内需要を充たすための地域、そして他産業が

未発達であると想定される千葉県、和歌山県、高知県とに分けることができそうである。 

 従業員伸び率では、全国平均 6.6％減、沖縄県 7.7％増以外は、各県とも減尐している。

減尐幅が尐ないのは、埼玉県 1.5％減が特徴的である。 

I　卸売業、小売業
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１－２－４ J 金融、保険業 

 金融、保険業は、全国の 1/4 が東京都に集中しており、特化係数が 1.69 と群を抜いてい

ることが確認される。全国データで確認すると、従業員数が約 20 万人近く、平成 13 年デ

ータと比較すると 12.7％の減尐となっている。従業員数がわずかに増加している県は、青

森県で 0.4％増である。 

 

１－２－５ K 不動産、物品賃貸業 

 不動産、物品賃貸業に関しては、特化係数が高い都道府県が東京都、神奈川県、大阪府、

沖縄県となっている。これらの都府県の中で、沖縄県以外は大都市圏であり、地価が高く、

物品賃貸、すなわち、物品リースをするオフィス需要の多い都道府県である。従業員伸び

率では、岩手県、埼玉県、東京都、愛知県、滋賀県、広島県、長崎県が 5％以上を示してい

る。特に東京は、不動産、物品賃貸業が約 1.4 万人、5％増と著しい。産業中分類で確認す

ると、不動産取引業が約 1.2 万人、15.9％増である。これらのデータから、東京都、愛知県
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は大都市の成長に伴って増加しており、埼玉県や滋賀県は、これら大都市からの浸み出し

効果によるものと考えられる。しかし、岩手県と長崎県の急速の伸びは、データからでは

把握しにくい面がある。 

その一方で、京都府、大阪府、兵庫県という京阪神、愛媛県、香川県、徳島県、高知県

という四国の減尐が大きいことが確認される。限られたデータから解釈すると、京阪神や

四国の地盤沈下を表しているようにも解釈される。 

 

J 金融、保険業
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K 不動産、物品賃貸業
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１－２－６ L 学術研究、専門・技術サービス業 

 学術研究、専門・技術サービス業は、特化係数の高い都道府県が、東京都、神奈川県、

大阪府、茨城県、栃木県である。この中で、茨城県に関しては、筑波研究学園都市での活
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動が影響していると考えられる。また、栃木県において特化係数が高いのは、民間の研究

機関が活性化していると考えられる。従業員数伸び率で確認すると、5％前後を示している

のは、前述の栃木県と沖縄県である。沖縄県は、特化係数が高くないものの、従業員数伸

び率が高いことは興味深い。 

 

L　学術研究、専門・技術サービス業
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１－２－７ M 宿泊、飲食サービス業 

 宿泊、飲食サービス業に関して、特化係数の高い都道府県は、北海道、千葉県、東京都、

神奈川県、石川県、山梨県、長野県、京都府、兵庫県、奈良県、高知県、福岡県、沖縄県

である。これらの都道府県は、大別すると、3 つのタイプに類型化することができよう。具

体的には、「北海道、石川県、山梨県、長野県、奈良県、高知県、沖縄県」に関しては、観

光資源の豊富さを生かした宿泊、飲食サービス業であると考えられ、「東京都、神奈川県、

千葉県」に関しては、地域内ビジネスとの関連を生かした宿泊、飲食サービス業であると

想定される。さらに、観光客をターゲットにした宿泊・飲食サービス業と地域内ビジネス

をターゲットとした宿泊・飲食サービス業との中間に位置すると考えられるのが、「京都府、

兵庫県、福岡県」である。従業員数伸び率で確認すると、沖縄県が 7.7％増で、約 5,000 人

近くが増加している。奈良県はわずか 1％増、約 400 人の増加にとどまっている。これ以外

の都道府県は軒並み減尐していることがデータから確認される。 
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M　宿泊業、飲食サービス業
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１－２－８ N 生活関連サービス業、娯楽業 

 生活関連サービス業、娯楽業に関しては、平成 19 年の第 12 回改定（平成 20 年度より施

行）に合わせたカテゴリーで分析している。同業種は第 12 回改定以前では、他に分類され

ないサービス業に含まれていたが、改定後に業種として独立している。独立したデータと

して修正済みのデータは、中分類で確認すると、78 洗濯・理容・美容・浴場、79 旅行業等

その他の生活関連サービス業、映画館、競輪・競馬場、スポーツ提供施設、公園・遊園地

等娯楽施設で構成されている。 

特化係数が突きぬけて高いのが、千葉県である。同県の中分類別の特化係数でみると、

79 旅行業等その他生活関連サービス業は、0.9 となっており、78 洗濯・理容・美容・浴場

は 1.23 とやや高く、80 娯楽業が 2.10 と極めて高い水準を示している（このデータはすな

わちディズニーランド、ディズニーシー、シネコン、中山競馬場など娯楽施設の豊富さが

支えていると推測される）。従業員伸び率は沖縄県が高いが、その他の県は横ばいもしくは

減尐している都道府県が多い。 

 

１－２－９ O 教育・学習支援業 

 教育・学習支援業は、全国で従業員数が約 11 万人、4％増加している。滋賀県から西す

なわち、西日本において、特化係数が 1.0（全国平均）を下回っているのは、大阪府、香川

県、大分県となっている。三重県から東すなわち東日本で特化係数が 1.0 を上回っている県

は、宮城県、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県であり、その他の都道県は下回

っている。 

 従業員数伸び率で確認してみても、減尐している都道府県は北海道、青森県、岩手県、

秋田県、山形県、栃木県、長野県、和歌山県、島根県、徳島県、大分県、鹿児島県と、や

や東日本のほうが多いようである。大幅に 6％以上増加している対象は、茨城県、埼玉県、
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東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、広島県となっている。 

 

１－２－１０ P 医療、福祉 

 医療、福祉は全国規模で従業員数が約 106 万人、23.4％増加している。滋賀県より西す

なわち、西日本では、滋賀県と大阪府を除き、特化係数が高い。東日本では、北海道、青

森県、岩手県、秋田県、山形県などが高い。東京都や愛知県、静岡県の特化係数は、全国

平均を 0.2 ポイント（すなわち 20％）近く下回っている。 

都道府県が従業員数伸び率を大きく伸ばしている中、北海道、青森県、秋田県、福島県、

新潟県、富山県、石川県、福井県、山口県、徳島県、香川県、高知県、熊本県、大分県、

鹿児島県が従業員数の伸び率が 20％を下回っている。その一方、従業員数伸び率 30％を超

しているのは神奈川県、埼玉県、奈良県となっている。
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N 生活関連サービス業、娯楽業
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O　教育　学習支援業
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P　医療、福祉

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

新産業分類

特
化

係
数

0

5

10

15

20

25

30

35

増
減

率
＇
h
1
3
-
h
1
8
)

特化係数

増減率



 64 

 

１－２－１１ Q 複合サービス事業 

 複合サービス事業の産業中分類の内訳は、郵便局、農業協同組合等協同組合となってい

る。特化係数の低い都道府県は、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県、沖縄県で確認される。業務

系の機能が発展している都道府県では、複合サービス事業が目立たないようである。 

 複合サービス事業の従業員数伸び率で確認すると、増加している都道府県は、わずかで

はあるが宮城県、山形県、埼玉県、東京都、富山県、愛知県、広島県、熊本県となってい

る。 

 

１－２－１２ R サービス業（他に分類されないもの） 

 サービス業（他に分類されないもの）は、88 廃棄物処理、89 自動車整備業、90 機械等

修理業、91 職業紹介・労働者派遣業、92 その他事業サービス業（速記・ワープロ入力等、

建物サービス、警備業等）、93 政治・経済・文化団体、94 宗教、95 集会場等その他サービ

ス業、96 外国公務などで構成されている。特化係数が高い都道府県は、東京都、神奈川県、

愛知県、大阪府の大都市圏、そして福岡県、北海道、宮城県の地方の中心県といえよう。 

 

１－２－１３ S 公務 

 公務は、大都市圏では特化していない。特化係数 1.2 以上は、北海道、青森県、岩手県、

秋田県、山形県、和歌山県、鳥取県、島根県、山口県、徳島県、高知県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県で確認される。これらの県を総合して考える

と民間事業所が脆弱である道県であるといえよう。従業員数伸び率は、東京都、神奈川県、

愛知県、大阪府、福岡県の地方の中心都府県に、新潟県が加わる。 

 

１－２－１４ サービス産業以外の地域別特徴 

 A 農業、林業では、福井県の従業員伸び率が約 850 人、77.6％増加している。C 鉱業、

採石業、砂利採石業では、長崎県の従業員数伸び率が約 1,100 人、66.7％減尐している。D

建設業では、従業員数伸び率が 20％以上減尐している都道府県が、北海道、青森県、岩手

県、秋田県、山形県、長野県、大阪府、鳥取県、島根県、徳島県、高知県、長崎県であり、

大阪府を除けば、地方の県であることが理解される。 

E 製造業では、三重県以東の東日本と滋賀県以西の西日本では、大きな差異が確認される。

東日本では、北海道、青森県、宮城県、秋田県という製造業活動が脆弱な県と、千葉県や

東京都、神奈川県のように製造業活動が盛んである一方で、広義のサービス産業（第 3 次

産業）も活発な都県において特化係数が低いが、これ以外の 17 県は製造業の特化係数が高

い。西日本では、滋賀県が特化係数 1.5 と高い以外は、岡山の 1.17 となっている。特化係

数が 1.0 を大幅に下回る県は、沖縄県、鹿児島県、宮崎県、大分県、熊本県、長崎県、福岡
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県、高知県が確認される。和歌山県や鳥取県、島根県も 1.0 を下回っている。これらの県は

製造業活動が脆弱な県と判断されよう。 

 F 電力・ガス・熱供給・水道業では、特化係数の高い都道府県は、福島県、富山県、福島

県で、発電施設との関係が強く出ていると推測される。B 漁業については、特化しているの

が長崎県 10.0、宮崎県、鹿児島県が 6.0 と高水準である。 

E 製造業
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F 電気、ガス、熱供給業、水道業

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

新産業分類

特
化

係
数

-25

-20

-15

-10

-5

0

増
減

率
＇
h
1
3
-
h
1
8
)

特化係数

増減率

 

 

１－２－１５ 広義のサービス業の地域別の特徴と産業中分類でみた高い伸び率のサービ

ス为要産業 

広義のサービス業は、従業員数との関連が高く、従業員数は人口規模との関係が高いと

推測される。したがって、広義のサービス業は多くが大都市に集中しているといえよう。

とくに G 情報通信業、J 金融、保険業、K 不動産、物品賃貸業、L 学術研究、専門・技術

サービス業は、東京都の特化係数が高いことが特徴といえる。 
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 以下では、全国の産業中分類で確認し、構成比が高く、従業員数伸び率の高い業種、す

なわち、「为要産業」を挙げてみる。従業員伸び率は、平成 18 年統計値－平成 13 年統計値

である。全産業で 2.5％減であることがあらかじめ分かっているため、従業員伸び率が増加

している業種、かつ、構成比が 1％以上の業種を挙げることとする。 

 83 医療業            伸び率 8.8％  構成比 5.57％ 

 58 飲食料品小売業        伸び率 0.6％、 構成比 5.30％ 

 85 社会保険・社会福祉・介護事業 伸び率 56.2％  構成比 3.79％ 

 81 学校教育           伸び率 3.2％  構成比 3.44％ 

 92 その他の事業サービス業    伸び率 9.3％  構成比 2.90％ 

 78 洗濯・理容・美容・浴場業   伸び率 0.4％  構成比 2.11％ 

 91 職業紹介。労働者派遣業    伸び率 125.9％  構成比 1.75％ 

 39 情報サービス業        伸び率 14.9％  構成比 1.64％ 

 82 その他の教育、学習支援業   伸び率 6.0％  構成比 1.49％ 

 72 専門サービス業        伸び率 1.8％  構成比 1.02％ 

 また、現在、構成比は 0.08％と低いものの、伸び率が 468％と高い業種が確認され、そ

れは、40 インターネット付随サービス業であり、同業種が急成長産業として挙げられる。 
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